
意見公募期間：令和５年12月20日（水）から令和６年１月18日（木）
意見の数：60件（10名および1団体）

ご意見の概要（およびご意見への回答）

No. 分類 頁 ご意見の内容
※ご意見の内容については、趣旨を損なわない範囲で一部要約している部分があります。

県の考え方

1 全般 3
「中山間地域は本県の強みの源泉」という表現が適切だろうか。

「高知県らしさを示すバックボーン」くらいの表現にした方がよくないか。

「策定の趣旨（3ページ）」に記載のとおり、本県の基幹産業であ

る農林水産業などの多くは中山間地域で営まれ、海、山、川など

の「豊かな自然」や「文化」の多くも中山間地域に存在し、水源

かん養や防災など国土保全の面、憩いや癒やしの場としても重要

な役割を果たしていることに鑑み、｢強みの源泉｣と表現している

ものですので、ご理解をお願いします。

2 全般 4
平地でも山林になっているところがあり、地域振興５法の対象地域の区分が

現地と合っていないが見直しできないか。

 地域振興５法の対象地域については、人口減少等、各法令で定

められた様々な要件に基づき、国が指定するものです。中山間地

域再興ビジョンにおいては、地域振興５法のいずれかに該当して

いる地域を中山間地域と定義することとしておりますので、ご理

解をお願いします。

3 全般 16,17
【柱２：くらしを支える】【柱３：活力を生む】【柱４：しごとを生み出

す】は、【柱１：若者を増やす】よりも先に持ってくるべきではないか。

本県の中山間地域では、これまで、柱２～４の対策を中心に取り

組み、一定の成果も得られましたが、人口減少や少子高齢化には

歯止めがかかっていない状況です。このため、新たに策定するビ

ジョンにおいては、持続可能な人口構造への転換を目指し、若者

の増加をビジョンの中心におきつつ、柱２～４についても、柱の

順番に関わらず、引き続き力を入れて取り組んでまいりますの

で、ご理解をお願いします。

パブリックコメント（高知県中山間地域再興ビジョン（素案））におけるご意見への対応について
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No. 分類 頁 ご意見の内容
※ご意見の内容については、趣旨を損なわない範囲で一部要約している部分があります。

県の考え方

4 全般 16,17

集落代表者や住民への聞き取りやアンケートによる集落実態調査を10年毎に

実施しているのだから、ビジョンの成果指標（数値目標）に、住民の幸福感

や生活の質に対する満足度など主観的な評価に関する項目を入れてはどう

か。

ご意見の趣旨を踏まえ、今後の集落実態調査等において、住民の

主観的な評価を確認することについても検討してまいります。

5 全般
女性市町村議会議員によるプロジェクトチームを立ち上げ検討会を設置する

こと

地域で活動される方、若者、女性の視点を施策に反映することは

重要と考えますので、様々な方々からのご意見をいただく工夫を

凝らしてまいります。

6 全般 80
中山間地域再興ビジョンの推進にあたり、市町村の役所には成功できる提案

力がないので、県にはアドバイスをしてもらいたい。

「連携・協働によるビジョンの推進（80ページ）」に記載のとお

り、「県は、官民協働、市町村との連携協調による取り組みを進

めていくため、市町村に対して必要な支援を行う」こととしてい

ます。具体的には県の産業振興推進地域本部が窓口となり市町村

のサポートをしてまいります。

7 全般
再興ビジョンの成果を上げるためには、県・市町村・県民が一体となって取

り組まなければならない。そのため市町村のまち・ひと・しごと総合戦略に

も乗せるよう要請してもらいたい。

ご指摘のとおり、県・市町村・県民が一体となって取り組むこと

は重要と考えています。このため、必要に応じて、市町村の総合

戦略へのビジョンの位置づけ等について、助言等を行ってまいり

ます。

8 全般

各市町村における取り組みの進捗状況は見える化して県民に公表してもらい

たい。

政策には魂を入れることが大事。アイデアを競争させることで事業が磨かれ

る。

市町村が実施した効果的な取り組みについては、県内で横展開し

ていくことが重要だと考えておりますので、市町村と共有してま

いります。

9 全般 15
人一人の生涯経費三億円の有効需要を創出する投資として人口対策費を計上

すること

若年人口の増加は県経済の活性化にもつながるものと考えてお

り、若者人口減少に歯止めをかけ、持続可能な人口構造となるこ

とを10年後の目指す将来像に掲げ、その実現に向けて各種施策に

取り組んでまいります。
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No. 分類 頁 ご意見の内容
※ご意見の内容については、趣旨を損なわない範囲で一部要約している部分があります。

県の考え方

10 第１策 16 田舎を誇りと思いプライドを持つ文化を育成すること

11 第１策 16

町内会は中山間地域の維持に重要な役割を担ってきたが、希薄になっている

地域コミュニティの復活のためには、子どもの頃から地域活動などに参加さ

せることが重要。若い人が子ども連れで参加できる活動の推進と支援をして

ほしい。

12 第１策 16

高校、大学卒業時に地元に居てもらう、又、県外に居ても帰ってきて貰うた

めには祭りやいろんな催等に連れていき、小さい時から地元の良さを教え、

地元を好きになってもらう事が大事なことだと思います。確かに高収入も大

事な事だと思いますがそれだけではなく住みたいと思って貰うことが大事な

事です。

13 第１策 18

素晴らしい「再興ビジョン」がまとめられていると思います。どうか絵に描

いた餅にならぬよう、10年後にこんな生き生きとした中山間が本当に実現し

ていますよう心から期待します。 

ただ一点だけ不満があります。アクションプランの柱１「若者をふやす」の

（１）移住・定住の促進に関して、UターンとIターンを一括りに考えている

点です。両者は似て非なるもの、別格に扱ってほしいのです。Iターンつまり

移住一般は全国共通の取り組みで、各都道府県がいわばライバルです。一方U

ターンは高知県出身の子女を都会から故郷へ取り戻す各県独自の施策が求め

られる取り組みです。同列ではなくUターンに特化したアクションプランを策

定することが、若者を増やすためには絶対に必要だという意見です。

アクションプランとしてはひとつのプラン「若者や女性をター

ゲットとしたＵターン・Ｉターンの促進（18ページ）」としてい

ますが、その取り組みにあたっては、Iターン、Uターンそれぞれ

のターゲットに応じた対策を講じています。具体的には、R5年度

からは特に、Ｕターン候補者をメインターゲットに掲げ、就職転

職イベントの広告やＵターンを促す動画の配信、Ｕターンを呼び

かけるキャンペーンソングの制作などを通じた空港や成人式等で

のプロモーションを展開しており、R6年度以降も切れ目なく強化

を図ってまいります。

なお、ご指摘をふまえ、該当アクションプランのＫＰＩとして、｢

県外からの年間移住者数のうちＵターン者の割合41％（R9）｣を

追加します。

ご指摘の、子供達の故郷への愛着や誇りなどを育むことは、若者

の定住やUターンにつながることから、第１策の｢10年後に目指す

姿（16ページ）｣において「多くの子どもたちが、地元で学びな

がら地域と関わり、郷土への誇りと愛着が育まれている」として

位置づけ、関連する施策に取り組むこととしています。

- 3 -



No. 分類 頁 ご意見の内容
※ご意見の内容については、趣旨を損なわない範囲で一部要約している部分があります。

県の考え方

14 第１策 18

地域に移住者を受け入れるムードづくりが重要だが、IUターン受け入れに対

し、現行の移住コンシェルジュや相談員の外に、地域内の事情に詳しい世話

役が必要。新設の交付金が世話役の活動費や集い等の運営費に活用できるこ

とを期待する。

ご指摘の内容は主要なアクションプラン「若者や女性をターゲッ

トとしたＵターン・Ｉターンの促進（18ページ）」に位置づけて

おり、各市町村の定住支援を強化していきます。具体の取り組み

としては、移住者や移住希望者の様々な不安や心配ごと等の解消

に向けて、県や市町村と連携して情報の提供やアドバイス等をボ

ランティアで活動していただく「地域移住サポーター」を、R6年

1月時点で、地域の地区⾧やＵターン者、移住者など190名、1団

体の方に委嘱しています。サポーターは各市町村が実施する移住

者交流会等に参加しており、交流会の運営等にかかる費用は県か

ら市町村へ財政支援を行っています。R6年度以降も移住支援に取

り組むNPO団体等と連携し、交付金の活用も含め、各市町村の定

住施策を後押しする支援を強化いたします。

15 第１策 18
都会は稼ぎは多いが可処分所得が高いので暮らしにくい。預貯金は田舎の方

が多いと思う。高知が好きで移住したので子どもには高知の良いところを伝

えたい。移住者やＵターン者確保にはそういったことをＰＲしてはどうか。

ご指摘の内容は主要なアクションプラン「若者や女性をターゲッ

トとしたＵターン・Ｉターンの促進（18ページ）」に位置づけて

おり、移住ポータルサイトにおいて、仕事や暮らし、支援情報、

都市部と比較した生活収支等の情報などを提供しています。Ｒ６

年度は、新たにマーケティングコンサルタントを活用し、移住

ポータルサイトを閲覧する方の興味・関心事のデータを基にサイ

トのコンテンツをより一層充実させるとともに、子育て等のテー

マ別のイベント等も実施することで、本県の魅力を発信してまい

ります。
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No. 分類 頁 ご意見の内容
※ご意見の内容については、趣旨を損なわない範囲で一部要約している部分があります。

県の考え方

16 第１策 18
山村留学受け入れに合わせて親も一緒に移住することが期待される。希望者

の事前調査費用や受け入れの宿泊施設整備費等に対する支援を検討して欲し

い。

ご指摘の内容は主要なアクションプラン「若者や女性をターゲッ

トとしたＵターン・Ｉターンの促進（18ページ）」に位置づけて

おり、これまでも市町村が実施するお試し滞在施設（移住検討者

が地域を知るために短期間滞在できる宿泊施設）の整備への支援

や、その利用にかかる交通費補助等を行っています。R6年度以降

も引き続き、人口減少対策総合交付金の活用も含め、各市町村に

おける受入体制、受入環境の整備の支援に取り組んでまいりま

す。

17 第１策 18
移住者の最初の課題が空き家探し。空き家の管理や紹介に、遊休農地の中間

管理機構のような仕組みができないか。

ご指摘の内容は主要なアクションプラン「空き家の掘り起こし

（18ページ）」等に位置づけており、空き家の所有者向けには、

R4年度から高知県空き家相談窓口を設置し一元的に相談を受ける

ことで空き家の掘り起こしを行っています。また、市町村におい

ては、活用可能な空き家を掲載した空き家バンクの運営や、所有

者から空き家を借り上げて移住者に貸し出す中間管理住宅の仕組

みも拡がっています。R6年度以降も、空き家と移住希望者のマッ

チングに関する他県の先進事例の横展開や、市町村への財政支援

に取り組んでまいります。

18 第１策 18

若いときは、大学や就職など一度県外に出て社会経験を積むことが大事だ

が、たとえ定年後でも地元に戻ってもらえれば、相続や地区⾧など即戦力と

しての活躍が期待でき、新たな活力が得られるという声がある。「地域密着

型のUターン支援策」が大きな鍵を握る。

これらのことを踏まえ、以下のように出会い～子育て支援まで連動した事業

等（案）を市町村や地域住民等と連携して取り組まれるよう提案したい。

（提案事項）

・都市部でのマンション購入や新築よりお得感のある、地元での新築やリ

フォーム補助    

ご提案のうち、空き家のリフォームについては、アクションプラ

ン「移住・定住の促進につながる空き家の再生活用への支援（18

ページ）」に位置づけており、空き家のリフォーム補助などに取

り組む市町村を支援してまいります。
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No. 分類 頁 ご意見の内容
※ご意見の内容については、趣旨を損なわない範囲で一部要約している部分があります。

県の考え方

19 第１策 18

若いときは、大学や就職など一度県外に出て社会経験を積むことが大事だ

が、たとえ定年後でも地元に戻ってもらえれば、相続や地区⾧など即戦力と

しての活躍が期待でき、新たな活力が得られるという声がある。「地域密着

型のUターン支援策」が大きな鍵を握る。

これらのことを踏まえ、以下のように出会い～子育て支援まで連動した事業

等（案）を市町村や地域住民等と連携して取り組まれるよう提案したい。

（提案事項）

・空き家の活用予約制度の創設   

・移住者希望者受け入れの窓口一本化・・・市町村に不動産業、司法・行政

書士、建築業、空き家管理士等による空き家活用等の推進協議会（仮称）を

作り、相談から空き家の紹介、改修、仕事や農地の紹介など移住に関する一

連のサービスを受け持つ窓口を一本化すること。                        

「空き家と移住希望者のミスマッチ解消による住まいの確保（18

ページ）」、「空き家の掘り起こし（18ページ）｣を主要なアク

ションプランに位置づけており、ご指摘の内容はこれらのアク

ションプランに含まれると考えています。市町村と連携し、引き

続き空き家の掘り起こしや移住者の受け入れに取り組んでまいり

ます。
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No. 分類 頁 ご意見の内容
※ご意見の内容については、趣旨を損なわない範囲で一部要約している部分があります。

県の考え方

20 第１策 18

今回の中山間地域再興ビジョンについて、地域の将来像を共有しよう、人口

減少や少子高齢化に向き合っていこうとすることは評価したいと思います。

また、教育面について高校の魅力化やキャリア教育の推進で地域のことを若

い世代に伝えていくことの大切さにふれている点も良いと考えます。

ただ、推進体制を見ると今回の実行で大きな役割を果たしてほしい教育委員

会の関係性が薄いのではないか、島根県益田市がライフキャリア教育として

地域の人の働き方、暮らし方を子どもたちと顔の見える関係のなかで学校教

育を通じて伝えようとしている規模感を目指すことには至っていないのでは

ないかとの疑念を抱きます。

産業振興計画や、1次産業を含めたデジタル化で付加価値を高めた事業者があ

ることを若い世代に学校教育を通じて伝えていくことの仕組み化をもっと意

欲的に狙ってほしいと考えました。

須崎総合高校の探究の学び支援で地域おこし協力隊の方が入っているよう

に、教員の働き方改革にも沿う形で、地域で働き暮らすイメージをしっかり

持って学ぶ場を作っていき、県の総合的な中山間地域の再興につながること

を、もっと強く打ち出していただきたいと思いました。

 ご指摘の内容は主要なアクションプラン「地域への理解と愛着

を育むキャリア教育等の推進（18ページ）」に位置づけていま

す。

 具体的な取り組みとしまして、令和６年度に、中学生のための

キャリア教育副読本「みらいスイッチ」を改訂いたします。その

際には、地元企業等と連携しながらご意見も踏まえて県内の産業

を幅広く紹介するとともに、働くことや職業について考えを深め

たり、広げたりするよう内容の充実を図っていきます。また、小

学校での社会見学や中学校での職場体験活動などを通して、高知

の産業や企業、そこで働く人々について理解を深め、地元の良さ

を知る取り組みを推進してまいります。

 また、各高校における総合的な探究の時間等での地域課題解決

学習や、インターンシップ等のキャリアアップ事業を推進するこ

とで、生徒の郷土理解や県内産業・企業の理解促進につなげてい

くこととしています。

 今後は、地域で働き暮らすイメージを持たせるきっかけのひと

つにするためにも、これまで以上に各関係機関と連携し、これら

の取り組みを充実させてまいります。
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No. 分類 頁 ご意見の内容
※ご意見の内容については、趣旨を損なわない範囲で一部要約している部分があります。

県の考え方

21 第１策 18,19

若いときは、大学や就職など一度県外に出て社会経験を積むことが大事だ

が、たとえ定年後でも地元に戻ってもらえれば、相続や地区⾧など即戦力と

しての活躍が期待でき、新たな活力が得られるという声がある。「地域密着

型のUターン支援策」が大きな鍵を握る。

これらのことを踏まえ、以下のように出会い～子育て支援まで連動した事業

等（案）を市町村や地域住民等と連携して取り組まれるよう提案したい。

（提案事項）

・地域の企業や農家へのインターシップ支援

ご指摘の内容は主要なアクションプラン｢県内就職に関する情報発

信と県内企業の採用力向上の支援（18ページ）に位置づけてお

り、県内企業のインターンシップ情報を学生向けの県内就職ポー

タルサイト「高知求人ネット」学生サイトで発信するとともに、

県内企業に向けましては、効果的なインターンシッププログラム

企画についてのセミナーや専門家派遣に取り組んでおります。

農業分野においても、主要なアクションプラン「若者・女性の就

農意欲の喚起と担い手の育成（農業分野）（19ページ）」に位置

づけ、大学生のインターンシップ受入に取り組んでおります。今

後、さらに県の農業部署や農業担い手育成センター、農業法人等

におけるインターンシップ受入枠を拡大し、大学生等に仕事とし

ての農業の魅力を知ってもらえるよう取り組むこととしておりま

す。

22 第１策 19
インフルエンサー、SNS といった共感を広げていく、一次的インターフェイ

スの能力にたけている女性と、人生の場数（経験）が豊富な高齢者が生かせ

る（働きやすい）環境整備を望みます。

ご指摘の内容は、第１策｢(３)女性活躍の環境づくりの推進（19

ページ）｣のアクションプランに位置づけ、特に ｢女性デジタル人

材の育成支援｣では、新たにデジタル分野のスキルの習得支援にも

取り組むこととしています。

また、主要なアクションプラン｢働きやすい職場づくりの推進

（19ページ）｣では、ワークライフバランス認証企業の普及拡大

のほか、女性や高齢者などが働きやすい環境整備を行う企業への

補助制度の創設や、高齢者の就業を支援するセミナー開催等の実

施を予定しています。

こうした取り組みを通じて、女性も高齢者もそれぞれの個性や能

力を活かし、活躍できる環境づくりを進めてまいります。
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No. 分類 頁 ご意見の内容
※ご意見の内容については、趣旨を損なわない範囲で一部要約している部分があります。

県の考え方

23 第１策 19
 日本の人口減少と少子化は、非正規雇用が増えたことも大きな原因だ、また

賃金格差が町外へ転出する理由にもなっている。この現実を見据えた対策を

講ずべき。

ご指摘の内容は、主要なアクションプラン｢働きやすい職場づくり

の推進（19ページ）｣に位置づけており、ワークライフバランス

認証企業の普及拡大を通じ、時間単位年休や短時間勤務などの柔

軟な働き方の導入や働きやすい環境づくりの推進に取り組むなか

で非正規社員から正社員への転換を支援していきます。また、企

業内での正社員化を促進するための助成金制度を国が設けている

ことから、県としてはその助成金制度を県内企業に活用していた

だけるよう、説明会や相談会を労働局と連携のもと開催している

ところです。

加えて、デジタル化を通じた生産性の向上や、地域資源を活用し

た付加価値の高い産業を創出することなどを通じて、賃上げでき

る環境を後押ししていきます。

24 第１策 19
各市町村で青年団活動が活発に行なわれていた頃、ある地区では団員の半分

は団員同士で結婚している。中山間地域は男女の割合がアンバランスだか

ら、広域市町村で交流の場ができないか。

ご指摘の内容は主要なアクションプラン｢多様な交流機会の拡充と

結婚支援（19ページ）｣に位置づけています。青年団や各団体青

年部など、若者により構成される団体の活動は、若者同士の自己

研鑽のみならず、出会い・交流の機会になっているものと考えて

おり、県では、青年団等が行う出会いイベント実施に対する支援

を行っています。

来年度は、中山間地域の交流機会を拡大するため、市町村や民間

企業への働きかけやイベントの調整を行うコンシェルジュを配置

し、出会いの機会の拡充を図ってまいります。
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No. 分類 頁 ご意見の内容
※ご意見の内容については、趣旨を損なわない範囲で一部要約している部分があります。

県の考え方

25 第１策
少子化対策の成果向上のため結婚祝い金の対象年齢を引き上げるべきだ。県

も支援をしてほしい。

県では、令和6年度に「人口減少対策総合交付金」を創設し、市町

村の行う総合的な人口減少対策を支援してまいります。

この交付金は、それぞれの市町村で地域の実情に応じ、創意工夫

を凝らした独自の出会い・結婚支援策に活用することも可能であ

り、県としても、産業振興推進地域本部を窓口として、市町村の

事業計画づくりをサポートしてまいります。

26 第１策 19

若いときは、大学や就職など一度県外に出て社会経験を積むことが大事だ

が、たとえ定年後でも地元に戻ってもらえれば、相続や地区⾧など即戦力と

しての活躍が期待でき、新たな活力が得られるという声がある。「地域密着

型のUターン支援策」が大きな鍵を握る。

これらのことを踏まえ、以下のように出会い～子育て支援まで連動した事業

等（案）を市町村や地域住民等と連携して取り組まれるよう提案したい。

（提案事項）

・２泊３日程度の出会いツアー事業

・独身限定よさこいチーム支援      

ご指摘の内容は、主要なアクションプラン｢多様な交流機会の拡充

と結婚支援(19ページ)｣に位置づけており、民間企業や団体、市町

村が実施する出会いや交流のイベントに対して、補助を行ってい

ます。また、県の「こうち出会いサポートセンター」では、イベ

ント等の企画運営への支援を実施しております。宿泊を伴うツ

アーはないものの、バスツアーでの出会いイベントなども実施さ

れており、今後も市町村や団体等と連携して、出会いの機会の拡

充に努めてまいります。

また、よさこい祭りは出会いや交流の機会としても重要なイベン

トですので、関連イベントも含め、様々な交流機会の拡大を図っ

てまいります。

27 第１策 19 産婦人科医を県内拠点病院に配置するなど産婦人科体制を整備すること

拠点となる病院である、二次周産期医療施設（国立病院機構高知

病院、高知赤十字病院、幡多けんみん病院、ＪＡ高知病院、あき

総合病院）及び、三次周産期医療施設（高知医療センター、高知

大学医学部附属病院）には、産婦人科医師が配置されています。

ご指摘の内容は主要なアクションプラン「理想の出生数を叶える

施策の強化（19ページ）」に位置づけており、今後も理想の出生

数を叶える施策の強化に取り組んでまいります。
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No. 分類 頁 ご意見の内容
※ご意見の内容については、趣旨を損なわない範囲で一部要約している部分があります。

県の考え方

28 第１策 19 産後ケア体制の構築を図ること

ご指摘の内容は主要なアクションプラン「理想の出生数を叶える

施策の推進（19ページ）」に位置づけており、産後ケア施設の受

け皿を拡大するため、新たに産後ケア通所型の実施可能な場所の

調査や受託施設の整備への支援を行うこととしています。

29 第１策 19
女性が子供を産まない理由の大半はこの国に希望がないからという声を踏ま

え、女性が安心して産み育てる未来に夢や希望のある社会のムードを育成す

ること

ご指摘の内容は主要なアクションプラン「理想の出生数を叶える

施策の推進」に位置づけています。

具体の取り組みとしては、産後ケアを誰でも受けやすくするため

の施策として、産後ケア施設の受け皿拡大や体験型のイベントを

実施するほか、地域の子育て経験者による敷居の低い相談体制づ

くりなどの住民参加型の子育て支援を推進していきます。また、

住民に身近な市町村が地域の実情に応じて実施する妊娠・出産・

子育て施策について、人口減少対策総合交付金により支援しま

す。

併せて、子育て世帯の最大の不安である経済負担の軽減に向けて

は、国に対して一層の強化を図るよう働きかけていきます。

こうした取り組みを通じて、安心して妊娠・出産・子育てできる

環境づくりを進めていきます。

30 第１策
県制度を超えるが社会保障制度を子供がいる家庭を基本・基軸にした制度と

すること

社会保障制度については、国において、全国一律の制度設計を検

討する必要があるため、子ども・子育て施策の更なる充実に向け

て、全国知事会とも連携しながら政策提言を行っていきます。

県としても、「こどもまんなか社会の実現」を政策の中心に据え

て、地域の子育て経験者による敷居の低い相談体制づくりや、企

業が実施する子育て支援サービスや環境整備への支援といった住

民参加型の子育て支援を推進し、安心して妊娠・出産・子育てで

きる体制づくりの強化を図ってまいります。 
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No. 分類 頁 ご意見の内容
※ご意見の内容については、趣旨を損なわない範囲で一部要約している部分があります。

県の考え方

31 第１策 19
実家が近くにあって子育てが楽だった。子育て中の女性のUターン促進のため

「親元子育て支援制度」を作ったらどうか。

ご指摘の内容は主要なアクションプラン「理想の出生数を叶える

施策の推進(19ページ)」に位置づけており、親元での子育て支援

を進めるため、国の新婚生活支援事業（結婚に伴う引っ越し費用

や家賃、新築やリフォーム費用が補助対象）に加えて、独自に三

世代同居・近居の場合の上乗せ助成を行っています。

32 第１策 20
保育士不足で待機児童が出ている自治体がある。この現実を見据えての対策

を講ずべきではないか。

 ご指摘の内容は、アクションプラン「中山間地域における保育

士等の人材確保（20ページ）」に位置付けており、保育職場と求

職者（保育士を目指す学生など）とのマッチングの強化などに取

り組むこととしています。
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No. 分類 頁 ご意見の内容
※ご意見の内容については、趣旨を損なわない範囲で一部要約している部分があります。

県の考え方

33 第１策 19,23

若いときは、大学や就職など一度県外に出て社会経験を積むことが大事だ

が、たとえ定年後でも地元に戻ってもらえれば、相続や地区⾧など即戦力と

しての活躍が期待でき、新たな活力が得られるという声がある。「地域密着

型のUターン支援策」が大きな鍵を握る。

これらのことを踏まえ、以下のように出会い～子育て支援まで連動した事業

等（案）を市町村や地域住民等と連携して取り組まれるよう提案したい。

（提案事項）

・３世代同居住または近居、新築・リフォーム等子育て応援 

・家庭等で孫の守りや学童保育に協力する祖父母に育児手当支援（公的施設

等に比べ財政負担軽減になる）

・集活センター、公民館等での子育てサロンや学童保育等への支援 

ご指摘の内容は主要なアクションプラン「理想の出生数を叶える

施策の推進(19ページ)」に位置づけ、三世代同居・近居を進める

ため、国の新婚生活支援事業（結婚に伴う引っ越し費用や家賃、

新築やリフォーム費用が補助対象）に加えて、独自に上乗せ助成

を行っています。

また、主要なアクションプラン「住民参加型の子育て支援(19ペー

ジ)」では、地域の支え合いにより子育てを支援する会員制のファ

ミリー・サポート・センター事業として、有償ボランティアであ

る「提供会員」として子育ての手伝いをしていただける方を募集

しております。

そのほか、本県独自の地域の支え合いの拠点として、あったかふ

れあいセンターを展開しており、主要なアクションプラン「あっ

たかふれあいセンターの機能強化(23ページ)」に位置づけていま

す。具体の取り組みとしては、高齢者や障害のある方、子どもや

その親など、より多くの地域の方に様々な用途でご活用いただけ

るよう、wifi環境の整備や子ども食堂などの新たな機能の充実へ

の支援を行っています。県としても、あったかふれあいセンター

が子育て支援も含め、より一層機能強化を図れるようしっかり支

援してまいります。

34 第１策 20
学校は地域の核である。中山間地域の人口減少対策として、存続させる手立

てを講じて欲しい。

 地域の柱ともなる中山間地域の高等学校の魅力化に向けては、

主要なアクションプラン「中山間地域における高等学校の魅力化

の促進（20ページ）」「遠隔教育の推進（20ページ）」に位置づ

けており、地域と連携・協働した特色ある教育活動や部活動を推

進するとともに、生徒の希望を実現させるため、遠隔教育を推進

するなどの取り組みを実施しています。今後は、これまでの取り

組みを一層充実させるとともに、市町村との連携・協働をさらに

充実・発展させ、地元中学生の入学率の向上、県外からの進学者

数の増加にも努めていきます。
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No. 分類 頁 ご意見の内容
※ご意見の内容については、趣旨を損なわない範囲で一部要約している部分があります。

県の考え方

35 第１策

若いときは、大学や就職など一度県外に出て社会経験を積むことが大事だ

が、たとえ定年後でも地元に戻ってもらえれば、相続や地区⾧など即戦力と

しての活躍が期待でき、新たな活力が得られるという声がある。「地域密着

型のUターン支援策」が大きな鍵を握る。

これらのことを踏まえ、以下のように出会い～子育て支援まで連動した事業

等（案）を市町村や地域住民等と連携して取り組まれるよう提案したい。

（提案事項）

・県生涯学習課がもっと積極的に県青年団協議会等への活動支援に関わる

・そのために、県生涯学習課の社会教育主事等を充実させコーディネーター

となるとともに、市町村教委にも人材確保や育成支援すること）

・市町村村教育委員会や公民館職員、農業委員等を対象に、若者や地域住民

の声を引き出し、人材育成等のスキルを備えたファシリテーターを養成（県

が主体となった研修会等の開催）

 高知県青年団協議会（以下、「青年団」とする。）は、社会教

育団体として地域とともに地域づくりに取り組み、公的啓発活動

にも取り組んでいます。県教育委員会では、青年団に対し、組織

の強化及び活動支援を目的に社会教育振興事業費補助金により支

援しています。今後はこうした青年団の強みを生かし、若者同士

のつながりづくりや若者が集まった活動が難しい中山間地域にお

ける活動への支援充実を図ってまいります。具体的には、地域で

生まれ育った若者、移住者（地域おこし協力隊を含む）、地域お

こし協力隊OB,OGなどが集い、地域資源を生かした地域活性化な

どに取り組み、地域の魅力の再発見や若者間のつながりを通じ

て、参加した移住者の定住促進だけではなく、地域で生まれ育っ

た若者の流出防止につながる取り組みについて検討してまいりま

す。

 また、地域におけるコーディネートなどを行う地域の社会教育

の専門人材として、県内全市町村において、社会教育主事または

社会教育士が養成され、社会教育活動が持続的に展開されていく

よう取り組みを検討してまいります。

- 14 -



No. 分類 頁 ご意見の内容
※ご意見の内容については、趣旨を損なわない範囲で一部要約している部分があります。

県の考え方

36 第２策 21
ライフライン（特に生活用水）構築を積極的に進めてほしい。

各自治体にも技術者はいない。県が水道技術者の採用、教育を積極的に行っ

て人材を増やし、中山間の自治体に送ってほしい。

ご指摘のありましたライフライン（生活用水）の構築のうち、上

水道や簡易水道が整備されていない中山間地域の生活用水供給施

設等の整備については、主要なアクションプラン「生活用水の確

保に向けた環境整備（21ページ）」に位置づけており、計画的に

取り組みを進めてまいります。

また、上水道や簡易水道については、令和２年３月に策定された

「高知県水道ビジョン」に基づき、令和11年までの数値目標を設

定し、安全で強靱かつ持続可能な水道の実現に向けて、施設の耐

震化への支援などにも取り組んでいるところです。

次に、自治体の水道技術職員につきましては、県は水道事業を

行っていないため水道技術職員を配置をしておりませんが、水道

事業を行っている市町村では、高知市以外は技術職員が少なく、

半数近くが１～２名の少数体制となっております。そのため、県

では技術力確保のために技術力を有する水道事業体と連携した技

術研修会の開催と併せて、技術力を維持・確保していくための広

域的な支援組織での対応を進めてまいります。
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No. 分類 頁 ご意見の内容
※ご意見の内容については、趣旨を損なわない範囲で一部要約している部分があります。

県の考え方

37 第３策 23 建設業の重要性を示したらどうか。

建設業は、頻発化・激甚化する自然災害への対応や、インフラの

整備・維持管理など、県民の皆様の生活や安全安心を守るために

不可欠な存在となっています。

また、建設業が各地域で持続的に発展していくことが、地域の防

災力の維持・向上につながるとともに、地域の雇用を確保し、県

経済活性化の下支えにも寄与するものと考えています。

そのため、県におきましては、平成26年2月に高知県建設業活性

化プランを策定し、中山間地域のみならず、県下全域で建設業の

皆様とともに様々な取り組みを進めており、令和４年２月には、

プランをバージョン３に改定し、「人材確保策の強化」と建設現

場のデジタル化による「生産性向上の推進」を大きな柱に据え、

さらに取り組みを強化しているところです。

上記のとおり、すでに建設業活性化プランにおいて、地域の建設

事業者の維持を含む様々な施策に取り組んでおりますが、中山間

地域再興ビジョンにおいても、｢土砂災害が発生しても｢犠牲者ゼ

ロ｣となる県土づくり（23ページ）｣、｢中山間地域の実情に応じ

た道路の整備（23ページ）｣を主要アクションプランに位置づ

け、取り組んでまいります。
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No. 分類 頁 ご意見の内容
※ご意見の内容については、趣旨を損なわない範囲で一部要約している部分があります。

県の考え方

38 第３策 19

アクションプラン（第３策（４） 地域防災力の強化）の

・土砂災害が発生しても「犠牲者ゼロ」となる県土づくり

・道路等の公共施設の適切な維持管理 ・中山間地域の実情に応じた道路の整

備  について

今回のＡＰのうち、「建設業における女性活躍の支援」については、男性中

心の建設業界において、担い手対策としてどれほどの効果があるとお考え

か？

また、農林水商工観光業に比べて、建設業に対しての主要なＡＰが他に見当

たらないが、今後の建設業への支援をどのようにお考えか？

中山間地域においては、若者世代、特に女性の県外流出が進んで

おり、婚姻数や出生数が大幅に減少し、人口減少がさらに進むと

いう負の連鎖が生じているため、中山間地域再興ビジョンでは、

少子化対策と一体となった新たな中山間対策を推進することとし

ております。

 このことを踏まえ、建設分野においても、中山間地域における

女性定着のため、主要なアクションプランとして｢建設業における

女性活躍の支援（19ページ）｣を位置付けており、魅力発信の強

化や働きやすい労働環境の整備促進により、女性活躍の場を拡大

していくこととしております。

 また、県におきましては、令和４年２月に、高知県建設業活性

化プランをバージョン３に改定し、「人材確保策の強化」と建設

現場のデジタル化による「生産性向上の推進」を大きな柱に据

え、中山間地域のみならず、県下全域で様々な施策に取り組んで

おります。

 「人材確保策の強化」については、週休２日制モデル工事の拡

大等により、働きやすい労働環境の整備を促進するとともに、出

前授業の拡大やSNSを活用した情報発信等により、建設業の重要

性や魅力を伝える取り組みを強化しております。

 今後もこうした施策をさらに強化するとともに、ICTの活用に

よる生産性の向上に取り組むことで、担い手不足の解消に努めて

まいります。

39 第３策 22
南海トラフ地震は、２０３５年±５年の確率で発生するということを中山間

再興ビジョンに書く必要があるのではないか。

ご指摘の内容をふまえ、第３策の概要説明（P22）に以下のとお

り反映しました。

「今後30年以内に70～80％の確率で発生するとされている南海ト

ラフ地震などの災害に備え、中山間地域における防災・減災対策

を推進する」
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No. 分類 頁 ご意見の内容
※ご意見の内容については、趣旨を損なわない範囲で一部要約している部分があります。

県の考え方

40 第３策 22

若いときは、大学や就職など一度県外に出て社会経験を積むことが大事だ

が、たとえ定年後でも地元に戻ってもらえれば、相続や地区⾧など即戦力と

しての活躍が期待でき、新たな活力が得られるという声がある。「地域密着

型のUターン支援策」が大きな鍵を握る。

これらのことを踏まえ、以下のように出会い～子育て支援まで連動した事業

等（案）を市町村や地域住民等と連携して取り組まれるよう提案したい。

（提案事項）

・産科医、助産師、Ｕ、Ｊターン者確保に向けた奨学金返済補助制度の創設

ご指摘の内容は主要なアクションプラン「県内勤務の意思がある

医学部学生に対する支援（22ページ）」等に位置づけており、医

師及び看護職員（助産師を含む。）を確保するため、中山間地域

で一定期間、就業をすることにより、償還が免除となる県独自の

奨学金制度を設けています。

41 第６策 26
農業の複合化を図り食料安全保障の基幹産業としての将来性のある政策を打

ち立てること

ご指摘の内容はアクションプラン「持続可能な農業の普及拡大

（26ページ）」や「野菜の生産振興（26ページ）｣等に位置づけ

ています。

本県は、野菜や花き、ユズ、米など、気候や土地条件にあった特

色ある農畜産物などの資源を有しています。その強みを活かし、

複合経営を提案するとともに、６次産業化や省力化のためのス

マート農業を促進するなど、既に将来性のある政策を講じてお

り、引き続きしっかりと取り組んでまいります。                                                                               
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No. 分類 頁 ご意見の内容
※ご意見の内容については、趣旨を損なわない範囲で一部要約している部分があります。

県の考え方

42 第６策 26

世界のアグリビジネスは、種やバイオ産業を独り占めしようとしているが、

食料生産は金儲けのためではなく国民の食の安全を守るために生産するとい

う制度を推進すべきではないか。農家が草刈り機や有機肥料等の購入に対し

市町村が補助する場合、県にも支援して欲しい。 

 ご指摘の内容の「種子の確保をはじめ食の安全を守る生産」に

ついては、アクションプラン「持続可能な農業の普及拡大（26

ページ）」位置づけており、種苗法における本県育成品種の登

録・保護や、水稲奨励品種の県内での種子生産の維持などに取り

組むこととしております。

 また、「草刈り機の購入に対する県の支援」については、アク

ションプラン「スマート農業の推進による労働生産性や反収の向

上（26ページ）」に位置づけており、ラジコン式・自律式草刈り

機（スマート農機）の導入について今後も支援していきます。

 「有機肥料の購入に対する県の支援」については、購入費に対

する直接的な支援ではありませんが、アクションプラン「持続可

能な農業の普及拡大」（26ページ）」に位置づけている、有機質

肥料の散布作業を省力化する機器等の導入の支援に取り組むこと

としています。

43 第６策 26
親の背中を見て育った子どもが、お父さんのように農業をやりたいと言って

やっている。子どもの頃から家族や地域で体験させることが大事だと思う。

実現に向けた支援が欲しい。

ご指摘の内容は主要なアクションプラン「若者・女性の就農意欲

の喚起と担い手の育成（農業分野）(26ページなど）」に位置づけ

ており、中学生や高校生を対象に高知県農業の魅力を知ってもら

うための出前授業や職業体験の拡大に取り組むこととしていま

す。

これまでも農業高校においては、農業者による授業や農業担い手

育成センターにおける宿泊研修等を実施してきましたが、今後は

出前授業や体験メニューの一覧を作成し、県内の中学校・高等学

校へ配布することで、より多くの学校の授業に取り入れていただ

けるよう、取り組んでまいります。
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No. 分類 頁 ご意見の内容
※ご意見の内容については、趣旨を損なわない範囲で一部要約している部分があります。

県の考え方

44 第６策 26 新規就農者が起業する場合の支援の拡充をしてほしい。

ご指摘の内容は主要なアクションプラン「若者・女性の就農意欲

の喚起と担い手の育成（農業分野）（26ページなど）」に位置づ

けており、企業的経営を目指す新規就農者の育成に取り組むこと

としています。

来年度から、県版地域おこし協力隊制度を活用し、ビジネス感覚

に優れ担い手の育成に協力的な農業法人のもとで、法人経営を目

指す就農希望者に対する研修の実施を支援することとしていま

す。

45 第６策

山林（特に人工林）は高知県で一番大事な資源であり、持続していくために

は、成⾧量を超えない程度の間伐（択伐）により木材を調達し続ける必要が

ある。

しかし、急峻な地形の高地県山間部では、幅 2.5ｍ以下の作業道でさえ、設置

困難な地域が多い。山で眠ったままの先祖伝来資源を生かすため、集材ド

ローンの開発をビジョンに加えてもらえないか。

集材用ドローンの実用化は、地形が急峻な本県では活用が期待さ

れており、重量物を運搬できるドローン技術は、林業に限らず

様々な活用が見込まれております。

こうした研究開発に取り組んでいる県内企業がみられないため集

材ドローンの開発をビジョンに位置づけることは難しいと考えま

すが、情報収集し、集材ドローンが実装される場合には活用の検

討をしてまいります。

46 第６策

県内人工林の埋蔵量と価値を活かすためには、港から木材製品（最終製品）

輸出するためのサプライチェーンが必要だと考える。このサプライチェーン

は高知県全体の課題への対応となるため、「共感と世界観を提供する」公共

のD2C として取り組んでほしい。

木材製品の輸出については、海外企業と県内企業とのマッチング

支援など、新たな販路の開拓に向け取り組んできたところです。

製材品については、県内企業が連携し建築物の構造部材を海外企

業に輸出する取り組みが見られるなど、Ｂ2Ｂの取引が主流となり

ますが、木工品等においては、Ｄ2Ｃを活用する場面もあるものと

考えます。

ご意見も踏まえながら引き続き木材製品の販路開拓に取り組んで

まいります。
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No. 分類 頁 ご意見の内容
※ご意見の内容については、趣旨を損なわない範囲で一部要約している部分があります。

県の考え方

47 第６策
法改正で、相続手続きができていない山は管理人でも伐採できないことに

なっているが、適切に管理するため法の中に特例を設けるよう県からも国に

働きかけてもらいたい。

令和5年4月1日に施行された森林法施行規則において、伐採造林

届の提出の際に、伐採の権限を有することの証明書類の添付が義

務化されました。

国においては、制度の周知を図るため、パブリックコメントや都

道府県に対する説明会を行っており、県としては「相続登記や地

籍調査が未了の地域において届出が困難となるため、可能な限り

の手続きの簡素化を求める」旨の意見を提出しております。

48 第６策 27

若いときは、大学や就職など一度県外に出て社会経験を積むことが大事だ

が、たとえ定年後でも地元に戻ってもらえれば、相続や地区⾧など即戦力と

しての活躍が期待でき、新たな活力が得られるという声がある。「地域密着

型のUターン支援策」が大きな鍵を握る。

これらのことを踏まえ、以下のように出会い～子育て支援まで連動した事業

等（案）を市町村や地域住民等と連携して取り組まれるよう提案したい。 

（提案事項）

・住まいの確保に県産材を使用する若者への支援（林業・製材・建築業など

地場産業振興になり雇用の場づくりにも繋がる）         

木材利用の拡大に関しては、産業振興計画に位置づけており、今

回のアクションプランの中でも同様に「木材利用の拡大（27ペー

ジ）」を位置づけて取り組むこととしています。

なお、産業振興計画の「木材利用の拡大」の中では、若者を含め

住宅を建築する方の県産材の利用につきまして、木材の購入費に

対する支援をしています。

49 第６策 27
梁材は輸入のベイマツに依存する部分が大きいが、製材JAS によれば工種構

造用材はヒノキの数値が、ベイマツに勝っている。梁材への県産材使用をビ

ジョンに加えてもらいたい。

木材利用の拡大に関しては、産業振興計画に位置づけており、今

回のアクションプランの中でも同様に「木材利用の拡大（27ペー

ジ）」を位置づけて取り組んでいます。

なお、産業振興計画の取り組みにおいて、住宅の県産材利用へ支

援を行っており、梁材を含む基本部位の８割以上に県産材使用す

ることを補助の条件とすることで梁材の県産材使用を推進してい

るところです。
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No. 分類 頁 ご意見の内容
※ご意見の内容については、趣旨を損なわない範囲で一部要約している部分があります。

県の考え方

50 第６策 26

米は販売価格に対し１．７倍の生産費が掛かっており、現状では中山間地域

の水田農業では生活できない。また、人に優しいのどかな田園風景を守るに

は一定の人口が住める条件整備が求められる。  

また、北川村の場合、補助を受けて柚子をやっているときは生計が立てられ

たが、補助が切れたら経営がうまくいかなくなった。北川村は今、ほ場整備

に着手したので生産効率の向上やコストダウン効果は期待できるが、生産農

家が継続できるか不安は残る。

中山間地域でも比較的優良農地もあるので、これを保全するための狭地直し

や作業道の整備、農機具の買い換えやハウスの張り替え、修繕費などコスト

ダウンに対するきめ細かな支援があれば存続可能。新設される交付金は、使

い道に制限のない制度となるよう求める。

ご指摘の「農地の保全のための狭地直しや作業道の整備」は、主

要なアクションプラン「新規就農者等の確保・育成に向けた迅速

な農地整備の推進（26ページなど）」に位置づけており、地域の

ニーズに応じたきめ細かな基盤整備を迅速に実施することとして

います。                                                

また、「農機具の買い換えやハウスの張り替え、修繕費などコス

トダウンに対するきめ細かな支援」は、主要なアクションプラン

「若者・女性の就農意欲の喚起と担い手の育成（26ページな

ど）」や、アクションプラン「園芸産地の生産基盤の強化（26

ページ）」に位置づけており、 集落営農組織等の農業機械等の整

備や、「産地パワーアップ計画」に基く高収益な作物・栽培体系

への転換を図るためのリース方式による農業機械の導入等にかか

る経費の支援、既存ハウスの本体や内部設備を高度化することに

より生産基盤の強化を図るための支援に取り組むこととしていま

す。                                                              
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No. 分類 頁 ご意見の内容
※ご意見の内容については、趣旨を損なわない範囲で一部要約している部分があります。

県の考え方

51 第６策 26
自然農法をやるために高知県に来た移住者がいるが、移住者は現行の新規就

農者支援制度の対象になっていない。また同制度には年齢制限もあるが、こ

れらの見直しはできないか。

 ご指摘の「新規就農者支援制度」の主な対象者は、効率的かつ

安定的な農業経営の目標などを明らかにした青年等就農計画を作

成し、市町村の認定を受けた「認定新規就農者」の方であり、移

住者であることをもって「対象外」とはなっておりません。

（青年等就農計画には、就農する営農類型や年間労働時間、所得

目標、その目標を達成するために必要な措置などを定めていただ

き、市町村が基本構想に照らし合わせて適切であること、その計

画が達成される見込みが確実であることを審査し、認定しま

す。）                                                                                 

また、主要なアクションプラン「若者・女性の就農意欲の喚起と

担い手の育成（農業分野）（26ページなど）」に位置づけてお

り、就農後の経営安定が期待できる品目において地域ごとに「産

地提案書」を作成し、それをもとに新規就農者を募集し、就農支

援する取り組みを実施していきます。

 なお、年齢制限については、国の支援策の基準をもとに、49歳

以下の方を対象としておりますが、親元就農の支援策や研修制度

など、49歳以上の方も対象としている支援策も整備しています。

52 第６策 28

2,100万人の外国人観光客の内、高知県に来るのは６万人程。逆に伸びしろが

あると思うので外貨が稼げて雇用が生まれる観光産業に注力するべきと考え

る。例えば空き家をゲストハウスにする場合、現行の浄化槽設置補助金制度

は使えないが、新設の交付金の対象にできないか。

ご指摘の内容は、主要なアクションプラン「極上の田舎、高知。｣

をコンセプトとした観光商品づくり（28ページ）｣等に位置付け

ています。

即効性が高く、各産業分野まで裾野が広く効果が期待できる観光

振興は引き続き重要な課題と考えています。県では、都会では味

わうことのできない高知ならではの魅力を、じっくりと、深く体

感いただけるよう、令和６年度から、外国人観光客のさらなる誘

致も意識した「どっぷり高知旅キャンペーン」を新たに展開し、

さらに多くの観光客にお越しいただき、⾧く滞在していただける

よう取り組んでまいります。
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No. 分類 頁 ご意見の内容
※ご意見の内容については、趣旨を損なわない範囲で一部要約している部分があります。

県の考え方

53 第６策 29
中山間地域の仕事について、「複業」の概念が盛り込まれてない。

複業の企業体を支援するため「複業支援室」のような組織を設置する。

ご指摘の内容は、第７策「起業等による仕事の創出（29ペー

ジ）」に位置づけ、中山間地域での多様な働き方を支援してまい

ります。なお、関係する課が連携して支援しており、現時点で専

門の組織を設置する予定はございません。ご理解をお願いしま

す。

54 第７策
中山間地域で新事業を生み出す源泉となる資金提供の仕組みを打ち出す。

休眠預金を活用したファンドを造成し、スタートアップを支援する。

起業や新事業展開に必要な資金として、県においては、産学官連

携による事業化、新たな事業アイデアの磨き上げ、創業に必要な

経費を支援する補助制度を設けています。

また、投資家との交流機会の提供や、民間企業と連携したVCや金

融機関による支援も行っています。

今後も、事業者の皆さまのお声をお聞きしながら、県内において

起業や新事業展開が促進されますよう施策のバージョンアップを

図ってまいります。

55 第７策 29

若いときは、大学や就職など一度県外に出て社会経験を積むことが大事だ

が、たとえ定年後でも地元に戻ってもらえれば、相続や地区⾧など即戦力と

しての活躍が期待でき、新たな活力が得られるという声がある。「地域密着

型のUターン支援策」が大きな鍵を握る。

これらのことを踏まえ、以下のように出会い～子育て支援まで連動した事業

等（案）を市町村や地域住民等と連携して取り組まれるよう提案したい。

（提案事項）

・リモートオフィスの整備

ご指摘の内容は、主要なアクションプラン｢企業立地の推進（29

ページ）に位置づけており、市町村が新たに行うシェアオフィス

環境整備への支援を行ってまいります。
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No. 分類 頁 ご意見の内容
※ご意見の内容については、趣旨を損なわない範囲で一部要約している部分があります。

県の考え方

56 第８策 31
中山間地域を支えて行くには、「デジタル技術の活用」に尽きる。

プッシュ型で田舎地域の一人一人に使い方をアドバイスしていく仕掛けが必

要だ。

 ご指摘の内容はアクションプラン「高齢者等へのデジタルデバ

イド対策の推進（31ページ）」に位置づけており、今後は地域の

あったかふれあいセンターなどと連携をして取り組むこととして

います。すべての市町村でデジタルデバイド対策が実施されるよ

うに取り組みを進めてまいります。

57 第８策 30
中山間地域の中には、携帯電話が使えず新聞も来ない地区があり県外客が

困っている。防災や情報格差をなくすため、アンテナの建設や運営費に対す

る支援を望む。

 ご指摘の内容は主要なアクションプラン「携帯電話の不感地の

解消（30ページ）」等に位置づけており、今後は衛星通信サービ

スなどの活用も含めて、ブロードバンド環境の整備に取り組んで

いきたいと考えております。

58 その他 新聞は隅々まで届けるよう新聞社に要請してもらえないか。
新聞の配達という民間企業の事業活動に対して要請を行うことは

困難です。ご理解をお願いします。

59 その他
国費でまかなわれる地域おこし協力隊と会計年度職員との給料に格差があ

り、会計年度職員が集まらない自治体がある。移住者が来ても地元の人が転

出したのでは意味がないので、賃金格差をなくすような手立てを講ずべき。

 地域おこし協力隊は、地域ブランドや地場産品の開発・販売・

PR等の地域おこし支援や、農林水産業への従事、住民支援などの

「地域協力活動」を行いながら、その地域への定住・定着を図る

取り組みです。

 一方、会計年度任用職員は、一般的には主に事務補助を行うも

のです。

 このように、地域おこし協力隊と会計年度任用職員ではそもそ

もの職務内容が異なるものであり、その給料月額もそれぞれの職

務内容に応じて決定されることが基本であると考えます。
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No. 分類 頁 ご意見の内容
※ご意見の内容については、趣旨を損なわない範囲で一部要約している部分があります。

県の考え方

60 その他

若いときは、大学や就職など一度県外に出て社会経験を積むことが大事だ

が、たとえ定年後でも地元に戻ってもらえれば、相続や地区⾧など即戦力と

しての活躍が期待でき、新たな活力が得られるという声がある。「地域密着

型のUターン支援策」が大きな鍵を握る。

これらのことを踏まえ、以下のように出会い～子育て支援まで連動した事業

等（案）を市町村や地域住民等と連携して取り組まれるよう提案したい。

（提案事項）

・高知市等への通勤支援（国道や県道の早期改良による通勤時間の短縮、最

寄り駅周辺への駐車場整備など）   

ご提案の内容は、地理的な状況や通勤者の状況などもふまえ、市

町村において検討すべきものと考えます。県では、ビジョン策定

にあわせ、市町村の人口減少対策を後押しするための「人口減少

対策総合交付金」を創設することとしており、ご提案の内容を市

町村が新たに実施する場合には、同交付金を活用できる可能性が

あります。
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